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株主は会社の会計帳簿を閲覧できるか
一、事実関連
某不動産会社（以下、A社）は2007年設立、B氏は75万元を出資しA社の登録資本の15%を占める株主である。2008年6月、A社は別の不動産会社（以下C社）と合作開発の協議書を締結し、C社からの資本参加を受け入れ、同時にA社の定款を修正し、C社がA社の出資総額30%を占める株主となると確認した。同年8月、B氏はA社に対して持分譲渡を申し入れた。
A社の株主総会ではB氏の持分譲渡に関して議決したが、B氏の持分譲渡の手続きはずっと実行しなかった。2009年10月及び11月C社及びB氏はそれぞれA社に書状を送り、A社の財務会計帳簿及び関連資料の閲覧を求めた。しかし、A社はそれに応じなかった。2010年1月、C社及びB氏は連名でA社を提訴した。
二、判決趣旨
裁判所は審理の後、株主が会社の経営状況に関する重要情報を知る権利を享有すると認め、A社に対して本判決発効した30日以内にC社に2008年から2009年度までのA社の財務会計報告書及び関連会計帳簿、B氏にA社設立の時から2009年度までのA社財務会計報告及び関連会計帳簿の閲覧を提供するよう判決を下した。
三、法律根拠
中国会社法上には、会社の株主は情報を知る権利を有する。
「同法第三十四条　株主は、公司定款、株主総会議事録、董事会会議決議、監事会会議決議及び財務会計報告を閲覧し、或いは複写する権利を有する。
株主は公司の会計帳簿の閲覧を要求することができる。株主は公司の会計帳簿の閲覧を要求する場合、公司に対して書面で申し込み、目的を説明しなければならない。公司は株主が不当な目的をもって会計帳簿を閲覧し、公司の合法利益を損なう恐れがあると認めた合理的な根拠があれば、その閲覧の提供を拒否することができる。但し、株主が書面で申し込んだ日から１５日以内に、株主に対して書面で回答しその理由を説明する必要がある。公司が閲覧の提供を拒否した場合、株主は裁判所に公司が閲覧を提供するよう請求することができる。」
四、コメント
１、本案のB氏は持分譲渡の報告を提出したとしても、実際にその譲渡手続きを実行しないままの状況におかれた。従って法律意義上B氏は依然としてA社の株主である。
２、C社はA社の資本参加でその株主の地位は登録機関に確認され、C社の途中資本参加に鑑み、その閲覧権限はそのA社の資本参加の枠に制限される。
３、会社法によれば株主が会社の会計帳簿の閲覧を要求する場合会社に書面を提出し、目的を説明しなければならない。会社は合理的な根拠をもって株主の会計帳簿の閲覧は不正目的があり、会社合法利益を損なうおそれがあると認めた場合（合理的な根拠があれば）、閲覧の申し入れの拒否することができる。

「高収入者個人所得税徴収の更なる強化に関する通知」についての解説

国家税務総局は２０１１年４月１５日付の「高収入者個人所得税徴収の更なる強化に関する通知」（国税発「2011」50号）（以下本通知）を公布し、即日実施した。本稿では本通知を以下の通り概説する。

1、 背景

中国当局は、中国社会における人々の間の所得の格差は益々広がる一途を辿っている現状に鑑み、個人所得税徴収を通じて収入分配を合理的に調節することは避けても通れないと認識に至り、高所得者への徴税を強化することによって、税収増だけでなく低所得層の人々の不満を解消し社会の公平と調和の実現に繋げると期待する。

2、 高収入者の主な所得項目の個人所得税徴収の完備

１　自然人株主の株式、不動産譲渡の所得、企業の配当、利息に対する課税

２　規模の大きい個人独資などで得た所得を生産経営の所得として個人所得税を徴収する。

3、 高収入業界及びその高所得層の個人所得税徴収の更なる強化

１、重点的に高収入業界の中高層管理者の給与、賞金、手当及び株式など所得に目を配る。

２、高所得業界の企業所得税及び個人税控除とリンクし管理を強化する。

３、各種類の領収書で個人収入と相殺し、個人所得税を脱がす行為に対して税法規定によって処罰する。

4、 高収入外国籍個人所得税徴収の強化

１、外国籍個人管理ファイルの作成と充実、異なる国家、業種及び職位の報酬基準を掌握し、中国国内の源泉で海外機構より支払われた所得の管理を強化する。税収情報交信及び対外支払う税務証明審査など情報を十分に利用し、中国国内に住所を有せず5年以上居住している個人の国外所得の徴収を強化する。

２、外国籍個人によって提供された非独立労務による所得の徴収を強化し、恒久施設或は固定基地が負担する外国籍個人報酬を監督し、税収協定の濫用を防止する。

5、 税源管理基礎の強化

１、税務総局の統一部署と要求に基づき、個人所得税管理情報システムなど手段の応用を通じて、控除義務者全員全額控除明細申告管理を強化し、個人納税ファイル作りを健全する。

２、自己納税申告及び全員全額控除申告情報交差審査機能を健全し、高収入所得税源管理措置を完備する。

6、 結び

１、本通知の実施によって今まで業務上分断された税務機関は工商、銀行、外貨管理、公安との間の連携が強化され、情報の共有メカニズムが健全化し、中国人だけでなく、中国に滞在している外国人に対する所得納税審査の強化が予想される。

２、外国人高級管理職にある者や中国内に連続して5年以上居住している人は中国国外の収入も申告対象となることも留意されてほしい。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家税務総局の「高収入者個人所得税徴収の更なる強化に関する通知」（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2011/04/15

	2
	商務部の第三者電子商務交易プラットホームサービス規範
	 2011/04/12

	3
	全人代常務委員会の中華人民共和国道路交通安全法
	2011/05/01

	4
	最高裁、最高検の「中華人民共和国刑法」確定罪名執行に関する補足規定（五）
	2011/05/01

	5
	税関総署の公布する2011年第25号（2007年版「輸出入税則商品及び品目注釈」訂正版（第二期））
	2011/05/01

	6
	税関総署の公布する2011年第26号（2011年商品類帰属決定（ＩＩ））　
	2011/05/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は当事務所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ当事務所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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